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○育児休業等の運用について 

 

平 成 ４ 年 ３ 月 3 0 日 

新 人 委 第 7 5 2 号 

新潟県人事委員会事務局長 

 

改正 平成 ７年３月 31 日新人委第 848 号   平成 10 年３月 27 日新人委第 696 号 

平成 14 年３月 29 日新人委第 620 号   平成 18 年３月 31 日新人委第 625 号 

平成 20 年３月 28 日新人委第 483 号   平成 21 年３月 30 日新人委第 393 号 

平成 22 年６月 29 日新人委第  94 号   平成 29 年３月 28 日新人委第 372 号 

令和 ４年３月 29 日新人委第 304 号   令和 ４年 10 月１日新人委第 161 号 

 

任命権者 

 

このことについて下記のとおり定めたので、平成４年４月１日以降は、これによってください。 

なお、育児休業に係る給与等に関する規則の運用について（昭和 51 年５月４日付け新人委第 288 号）

は廃止します。 

 

記 

 

第１ 総則関係 

１ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 110 号。以下「育児休業法」という｡)に

いう「子」とは、養子を含んだ法律上の親子関係がある子及び育児休業法第２条第１項において子

に含まれるものとされる者をいう。 

２ 育児休業法第２条第２項の「育児休業をしようとする期間」又は育児休業法第 10 条第２項の「育

児短時間勤務をしようとする期間」とは、連続する一の期間をいう。 

３ 育児休業法第５条第１項（育児休業法第 12 条又は第 19 条第３項において準用する場合を含む。

４において同じ｡)の「出産」とは、妊娠満 12 週以後の分べん（死産を含む｡)をいう。 

４ 次のいずれかに該当する場合には、育児休業法第５条第１項の「職員の子でなくなった場合」と

して取り扱うものとする。 

(１) 職員と育児休業に係る子とが離縁した場合 

(２) 職員と育児休業に係る子との養子縁組が取り消された場合 

(３) 職員と育児休業に係る子との親族関係が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 817 条の２に規定

する特別養子縁組により終了した場合 

(４) 職員と育児休業に係る子についての民法第 817 条の２第１項の規定による請求に係る家事審

判事件が終了した場合（特別養子縁組の成立の審判が確定した場合を除く｡) 

(５) 職員と育児休業に係る子との養子縁組が成立しないまま児童福祉法（昭和 22 年法律第 164

号）第 27 条第１項第３号の規定による措置が解除された場合 

５ 育児休業法第 10 条第１項又は第 19 条第１項の「小学校就学の始期に達するまで」とは、満６歳

に達する日以後の最初の３月 31 日までをいう。 

６ 職員の育児休業等に関する規則（規則第 14－１号。以下「育児休業規則」という｡）第２条第１

項の育児休業承認請求書の様式は、任命権者において定めるものとする。 
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７ 育児休業規則第４条第２項（育児休業規則第６条及び第８条で準用する場合を含む｡)の養育状況

変更届の様式は、任命権者において定めるものとする。 

８ 育児休業規則第５条第１項の育児短時間勤務計画書及び同条第３項の育児短時間勤務承認請求書

の様式は、任命権者において定めるものとする。 

（平 20 新人委 483・追加・平 29 新人委 372・令４新人委 161・一部改正） 

第２ 育児休業の承認関係 

１ 育児休業法第２条第１項の「３歳に達する日」とは、満３歳の誕生日の前日をいう。 

２ 育児休業法第２条第１項ただし書の「２回の育児休業（次に掲げる育児休業を除く｡)」について

は、他の法律の規定による育児休業は含まないものとし、また、職員が複数の子を養育している場

合において、そのうちの１人について育児休業（同項各号に掲げる育児休業を除く｡以下同じ｡)の承

認を受けて、当該育児休業の期間中、その他の子についても養育した事実が認められるときは、そ

の他の子についても育児休業をしたものとして取り扱うものとする。 

３ 育児休業法第２条第１項第１号に掲げる育児休業については、同条の規定によりその養育する子

の出生の日から起算して８週間を経過する日の翌日まで（出産予定日前に当該子が出生した場合に

あっては当該出生の日から当該出産予定日から起算して８週間を経過する日の翌日までとし、出産

予定日後に当該子が出生した場合にあっては当該出産予定日から当該出生の日から起算して８週間

を経過する日の翌日までとする。以下同じ｡)の期間内に、職員（当該期間内に職員の勤務時間及び

休暇等に関する規則（規則第８－55 号）第 15 条第１項第６号に掲げる場合における当該子の出生

の日の翌日から起算して８週間を経過する日までの期間を休暇により勤務しなかった職員を除く｡)

が当該子についてする育児休業（育児休業法第２条第１項第２号に掲げる育児休業を除く。）のう

ち最初のもの及び２回目のものをいい、他の法律の規定による育児休業は含まない。また、職員が

双子等複数の出生の日の翌日から起算して８週間を経過しない子を養育している場合において、そ

のうちの１人について育児休業法第２条第１項第１号に掲げる育児休業の承認を受けて、当該育児

休業の期間中、その他の子についても養育した事実が認められるときは、その他の子についても同

号に掲げる育児休業をしたものとして取り扱うものとする。 

４ 育児休業法第２条第３項の「業務を処理するための措置」とは、業務分担の変更、職員の採用、

昇任、転任又は配置換、任期付短時間勤務職員の任用、非常勤職員の採用等の措置をいう。 

５ 職員が育児休業を円滑に取得できるようにするため、任命権者は、育児休業規則第２条第１項の

規定により育児休業の承認を請求するものとされている期限にかかわらず育児休業の承認の請求が

円滑に行われるようにするための勤務環境の整備を行い、職員は、業務の円滑な引継ぎ等のために

は職員の意向に応じて早めに育児休業の承認を請求することが効果的であるという意識を持つこと

が重要であることに留意するものとする。 

（平 10 新人委 696・平 14 新人委 620・一部改正、平 20 新人委 483・旧第１繰下・一部改正・平 22 新人委 94・令４新人

委 161・一部改正） 

第３ 育児休業の承認の取消し関係 

１ 次のいずれかに該当する場合には、育児休業法第５条第２項の「子を養育しなくなったこと」と

して取り扱うものとする。 

(１) 職員と育児休業に係る子とが同居しないこととなった場合 

(２) 職員が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、育児休業の期間中、当該育児休

業に係る子の日常生活上の世話をすることができない状態が相当期間にわたり継続することが

見込まれる場合 

(３) 職員が育児休業に係る子を託児するなどして常態的に当該子の日常生活上の世話に専念しな

いこととなった場合 
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２ 職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第４号。以下「育児休業条例」という｡)第５条の

規定は、育児休業をしている職員が当該育児休業の期間中に当該育児休業に係る子以外の子を養育

することとなった場合には当該養育することとなった子に係る育児休業の承認の請求をすることが

できるが、重ねて育児休業をすることはできないことから、任命権者がこれを承認しようとすると

きは現に効力を有する育児休業の承認を取り消す必要があることを定めたものである。 

（平 14 新人委 620・一部改正、平 20 新人委 483・旧第２繰下・一部改正・平 22 新人委 94・一部改正） 

第４ 育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整関係 

育児休業をした職員が職務に復帰した場合における号給の調整関係については、初任給、昇格、昇

給規則等の運用について（昭和 36 年６月３日付け新人委第 348 号）第６に定めるところによる。 

（平 18 新人委 625・一部改正、平 20 新人委 483・旧第３繰下・一部改正） 

第５ 育児短時間勤務の承認関係 

１ 育児休業法第 10 条第１頂ただし書の「当該子について、既に育児短時間勤務をした」とは、当該

子について、育児休業法第 10 条の規定により育児短時間勤務をしたことをいい、他の法律により育

児短時間勤務をした場合は含まない。また、職員が双子等複数の小学校就学の始期に達するまでの

子を養育している場合において、そのうちの１人について育児短時間勤務の承認を受けて、当該育

児短時間勤務の期間中、その他の子についても養育した事実が認められるときは、その他の子につ

いても既に育児短時間勤務をしたものとして取り扱うものとする。 

２ 育児休業法第 10 条第３項の「業務を処理するための措置」とは、業務分担の変更、職員の採用、

昇任、転任又は配置換、任期付短時間勤務職員の任用、非常勤職員の採用等の措置をいう。 

（平 20 新人委 483・追加・平 22 新人委 94・一部改正） 

第６ 育児短時間勤務の承認の取消し関係 

１ 次のいずれかに該当する場合には、育児休業法第 12 条において準用する育児休業法第５条第２項

の「子を養育しなくなったこと」として取り扱うものとする。 

(１) 職員と育児短時間勤務に係る子とが同居しないこととなった場合 

(２) 職員が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、育児短時間勤務の期間中、当該

育児短時間勤務に係る子の日常生活上の世話をすることができない状態が相当期間にわたり継

続することが見込まれる場合 

(３) 職員が育児短時間勤務に係る子を託児するなどして当該育児短時間勤務をすることにより養

育しようとする時間において、当該子の日常生活上の世話に専念しないこととなった場合 

２ 育児休業条例第 14 条第２号の規定は、育児短時間勤務職員が当該育児短時間勤務の期間中に当該

育児短時間勤務の内容と異なる内容の育児短時間勤務の承認の請求をすることができるが、重ねて

育児短時間勤務をすることはできないことから、任命権者がこれを承認しようとするときは現に効

力を有する育児短時間勤務の承認を取り消す必要があることを定めたものである。 

（平 20 新人委 483・追加・平 22 新人委 94・一部改正） 

第７ 育児短時間勤務職員等の給料月額関係 

育児休業条例第 15 条の規定により読み替えられた一般職の職員の給与に関する条例（昭和 30 年条

例第 59 号）第８条第２項、第 10 条、第 11 条、第 12 条第２項及び第 13 条、育児休業条例第 16 条の

規定により読み替えられた市町村立学校職員の給与に関する条例（昭和 30 年条例第 61 号）第７条第

２項、第９条、第 10 条、第 11 条第２項及び第 13 条、育児休業条例第 18 条の規定により読み替えら

れた一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成 13 年条例第４号）第５条第３項、育児休業条

例第 19 条の規定により読み替えられた一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成 14 年条例第

55 号）第７条第２項に規定する「その者の受ける号給」とは、その者が現に受ける号給をいい、これ

らの規定により決定されたその者の号給について、条例又は人事委員会規則に基づく調整が行われた
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場合には、当該調整が行われた後の号給を基礎として、これらの規定を適用することとなる。 

（平 20 新人委 483・追加、平 21 新人委 393・一部改正） 

第８ 部分休業関係 

１ 育児休業法第 19 条第１項の「公務の運営」の支障の有無の判断に当たっては、請求に係る時期に

おける職員の業務の内容及び業務量、当該請求に係る期間について当該請求をした職員の業務を処

理するための措置の難易等を総合して行うものとする。 

２ 市町村教育委員会は、県費負担教職員（市町村立学校職員給与負担法（昭和 23 年法律第 135 号）

第１条及び第２条に規定する職員をいう｡)の部分休業を承認した場合は、県教育委員会にその旨を

通知するものとする。部分休業の承認を取り消した場合等についても、同様とする。 

３ 育児休業条例第 27 条に規定する給与の控除方法については、給料等の支給に関する規則（規則第

６－５号）第６条の２第２項、第３項及び第５項の例による。 

４ 任命権者は、部分休業を承認する場合には、部分休業が必要な期間についてあらかじめ包括的に

請求させて承認するものとする。 

５ 育児休業規則第７条第１項の部分休業承認請求書の様式は、任命権者又は市町村教育委員会にお

いて定めるものとする。 

（平７新人委 848・平 14 新人委 620・平 18 新人委 625・一部改正、平 20 新人委 483・旧第４繰下・一部改正、平 21 新人

委 393・平 22 新人委 94・一部改正） 

第９ 任命権者が講ずべき措置等関係 

育児休業条例第 28 条の２第１項の「その他これに準ずる事実」は、次に掲げる事実とする。 

(１) 職員が民法第 817 条の２第１項の規定により特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求

し、当該請求に係る３歳に満たない者を現に監護していること又は同項の規定により特別養子

縁組の成立について家庭裁判所に請求することを予定しており、当該請求に係る３歳に満たな

い者を監護する意思を明示したこと 

(２) 職員が児童福祉法第 27 条第１項第３号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子

縁組里親（以下「養子縁組里親」という。）として３歳に満たない児童を委託されていること

又は当該児童を受託する意思を明示したこと 

(３) 職員が、３歳に満たない児童の親その他の児童福祉法第 27 条第４項に規定する者の意に反す

るため、同項の規定により、養子縁組里親として当該児童を受託することができない場合にお

いて、同条第１項第３号の規定により同法第６条の４第１号に規定する養育里親として当該児

童を委託されていること又は当該児童を受託する意思を明示したこと 

（令４新人委 304・追加） 

 


